
消防本部

山下 浩史

・住宅用火災警報器設置率 ９０％以上

・立入検査実施目標件数  ５６０件

（内訳）防火対象物         ４４０件

           （市内にある防火対象物の１７．０％）

    危険物施設         １２０件

           （市内にある危険物施設の５０．０％）

①住宅用火災警報器は自治会や婦人防火クラブ等と連携し普及促進

 また、大型店舗等での防火指導を通じて効果的に周知・啓発

②テレビ広報等を活用した広報及び火災予防運動等での啓発活動

③予防課と消防署連携の下、違反対象物の是正強化に取り組む。

④コロナ禍で立入制限の事業所では防火対策チェック表を活用

【令和３年度実績】

・住宅用火災警報器設置率   ８７％

・立入検査実施件数     ３４５件

（内訳）防火対象物     ２６９件

          （市内にある防火対象物の１０．１％）

    危険物施設      ７６件

          （市内にある危険物施設の３１．１％）

住宅火災の死者の約半数が高齢者であり、今後も高齢者の被害が予測さ

れることから更なる住宅用火災警報器の設置が必要である。また、事業

所等に対する立入検査については、新型コロナウイルス感染拡大の影響

により２年連続目標未達成のため有効な対策が必要である。

令和４年度目標 目標達成及び課題解決に向けた具体的取組

宣 言 項 目

火災予防の推進

現 状 課 題

令和４年度鳴門市部⾧実行宣言

 消防総務課・予防課・警防課・消防署

視  点 （該当する視点を選択）

最重要課題  チャレンジ  SDGs取組推進



消防本部

山下 浩史

・救急講習会   年間予定回数  ８０回

         参加者目標   ２,０００名

・応急手当    実施率目標   ５５％

①応急手当実施支援動画の作成及び効果的な啓発活動

②１１９番入電時、通信指令員の口頭指導による応急手当実施率向上

③指導救命士や病院実習による救急隊員のレベルアップ

④市民の手による応急手当が実施できるよう救命講習会を倍増

⑤小・中学生向けの救命講習を行い「スクール救命士」を養成

宣 言 項 目

令和４年度目標 目標達成及び課題解決に向けた具体的取組

救命率の向上

現 状 課 題

【令和３年度実績】

・救急講習会   年間回数    ４２回

         参加者数    ６９７名

・応急手当実施率 Ｒ１年＝43.8％、Ｒ２年＝46.7％、Ｒ３年＝50％

                         （※目撃した心肺停止のうち市民による心肺蘇生が実施された割合）

新型コロナウイルス感染拡大により救急講習会の参加者を制限するなど

対応したが、感染防止対策の経験を活かし従前の水準に戻す。また救命

率を上げるためには、市民等による応急手当の実施や救急隊の技術向上

が必要不可欠である。

令和４年度鳴門市部⾧実行宣言

視  点 （該当する視点を選択）

最重要課題  チャレンジ  SDGs取組推進

 消防総務課・予防課・警防課・消防署


